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２ 運転事故に関する事項  

 

２．１ 鉄軌道における運転事故の発生状況等 

 

(1) 運転事故の件数及び死傷者数の推移 

 

・運転事故の件数６ は、長期的には減少傾向にあり、平成２９年度から６００件台で推移して

おり、令和元年度は６１５件（対前年度比２３件減）でした。 

・令和元年度に発生した運転事故による死傷者数７ は、６１２人（対前年度比７７人増）でし

た。運転事故による死傷者数は運転事故件数と同様、長期的には減少傾向にありますが、

ＪＲ西日本福知山線列車脱線事故が発生した平成１７年度の死傷者数が１，３９７人であ

るなど、甚大な人的被害を生じた運転事故が発生した年度では死傷者数が多くなってい

ます。 

・なお、令和元年度に発生した運転事故による死亡者数７ は、２５４人（対前年度比２人増）

でした。 

 

図５： 運転事故の件数及び死傷者数の推移 

 

  

                                         
６  踏切障害事故、道路障害事故及び人身障害事故にあっては、自殺によるものは、運転事故として扱

わないこととしています（自殺と断定できないものについては、運転事故としています）。  
７  自殺の行為に直接的に巻き込まれたことにより第三者が死傷した場合についても、同様に死傷者数

には含めないこととしています。 
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(2) 列車走行百万キロ当たりの運転事故の件数の推移 

 

・列車走行百万キロ当たりの運転事故の件数は、運転事故の件数と同様に長期的には減

少傾向にあり、平成２５年度から平成２９年度までは０．５件台で推移しており、令和元年

度は０．４６件でした。 

 

 

図６： 列車走行百万キロ当たりの運転事故の件数の推移 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ グラフ中の「合計」は、ＪＲ（在来線＋新幹線）と民鉄等（鉄道＋軌道）の合計です。 
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(3) 運転事故の種類別の件数及び死傷者数 

 

・令和元年度に発生した運転事故の件数は、（1）に記述したとおり６１５件であり、そ

の内訳は、線路内やホーム上での列車との接触などの人身障害事故が３５１件（運

転事故に占める割合５７．１％、対前年度比１６件減）、踏切道における列車と自動

車との衝突などの踏切障害事故が２０８件（同３３．８％ 、同２０件減）、路面電車と

自動車等が道路上で接触するなどの道路障害事故が３８件（同６．２％、同１５件

増）、列車事故は１５件（同２．４％、同２件増）、物損事故は３件（同０．５％、同４件

減）でした。 

・令和元年度に発生した運転事故のうち、身体障害者が関わる事故の件数は７件（対前年

度比３件増）であり、人身障害事故が６件、踏切障害事故が１件（いずれも視覚障害者が

関わる事故）でした。 

・新幹線に関わる運転事故はありませんでした。 

・令和元年度に発生した運転事故による死傷者数は、（1）に記述したとおり６１２人であり、

その内訳は、人身障害事故によるものが３６９人（運転事故に占める割合６０．３％、対前

年度比５人減）、踏切障害事故によるものが１３５人（同２２．１％、同１４人減）、道路障害

事故によるものが１７人（同２．８％、同７人増）、列車事故によるものが９１人（同１４．９％、

同８９人増）でした。 

・なお、令和元年度に発生した運転事故による死亡者数は、（1）に記述したとおり２５４人で

あり、その内訳は、人身障害事故によるものが１６９人（運転事故に占める割合６６．５％、

対前年度比７人増）、踏切障害事故によるものが８２人（同３２．３％、同７人減）、道路障

害事故によるものが１人（同０．４％、同増減無し）、列車事故によるものが２人（同０．８％、

同２人増）でした。 
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図７： 運転事故の種類別の件数及び死傷者数（令和元年度） 

①  件  数                         ②死傷者数 

                               

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

③ 死亡者数                        ④ 負傷者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ ＪＲ(新幹線)の件数                  ⑥ＪＲ(在来線)の件数 

 

                             

 

 

 

 

 

 

 

（※運転事故はありませんでした） 
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列車事故

5件 9.8%
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⑦ 民鉄等(軌道以外)の件数         ⑧民鉄等(軌道)の件数 

  

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 令和元年度において５人以上の死傷者又は乗客、乗務員に死亡者が発生した事故  

 

表２： 主な事故の発生状況（令和元年度） 

 

年月日 事業者 場 所 
事故

種類 

死

亡 

負

傷 

脱線 

両数 
概 要 

Ｒ1.6.1 

横 浜

シーサ

イドライ

ン 

金沢シーサイドライン 

新杉田駅構内 

人身

障害 
0 17 0 

始発駅である新杉田駅において、自動

運転列車が本来進むべき方向とは逆の方

向に走行して、車止めに衝突した。 

これにより、列車乗客 17 名が負傷し

た。 

R1.9.5 
京浜急

行電鉄 

本線 

神奈川新町駅構内 

列車

脱線 
1 77 3 

 神奈川新町第一踏切道で、列車がト

ラックと衝突し、列車が脱線した。 

これにより、トラックの運転手 1名が

死亡、列車乗客 75 名、係員 2名が負傷

した。 
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２．２ 列車事故の発生状況 

 

・令和元年度に発生した列車事故の件数は、運転事故全体の２．４％に当たる１５件（対前

年度比２件増）であり、その内訳は列車衝突事故が２件（列車事故に占める割合１３．３％、

対前年度比２件減）、列車脱線事故が１３件（同８６．７％、同４件増）、列車火災事故が０

件（同０％、同増減無し）でした。 

・令和元年度に発生した列車事故による死傷者数は９１人（運転事故に占める割合１４．

９％、対前年度比８９人増）であり、その内訳は列車衝突事故によるものが６人（列車事故

に占める割合６．６％、対前年度比４人増）、列車脱線事故によるものが８５人（同９３．

４％、同８５人増）、列車火災事故によるものは０人（同０％、同増減無し）でした。 

・なお、令和元年度に発生した列車事故による死亡者数は２人（運転事故に占める割合０．

８％、対前年度比２人増）でした。 

 

 

 

図８： 列車事故の件数及び死傷者数の推移 
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図９： 列車事故の件数の内訳（過去１０年間） 

 

 

 

  

1 1 2 2 1 2 3 3 4 
2 

13
11

18
15 

11 
7 

16 

10 9 13 

2

1 

14 
13 

22 

17 

12 
10 

19 

13 13 
15 

0

5

10

15

20

25

30

H22 23 24 25 26 27 28 29 30 R1

（件）

（年度）

列車衝突 列車脱線 列車火災



 

23 

２．３ 踏切事故の発生状況 

 

(1) 踏切事故の件数及び死傷者数の推移等 

 

・令和元年度に発生した踏切事故の件数は、運転事故全体の３４．３％に当たる２１１件

（対前年度比１７件減）でした。 

・令和元年度に発生した踏切事故のうち、身体障害者が関わる事故の件数は１件（踏切

事故に占める割合０．５％、対前年度比増減無し）でした。なお、その１件は、第１種踏切

道における視覚障害者が関わる事故でした。 

・令和元年度に発生した踏切事故による死傷者数は２１６人（運転事故に占める割合３５．

３％、対前年度比６７人増）であり、うち死亡者数は８４人（同３３．１％、同５人減）でした。 

 

 

図１０： 踏切事故の件数及び死傷者数の推移 
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図１１：踏切事故による死傷者数の年齢別人数（令和元年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※  自動車等の運転者、歩行者が列車と接触し、死傷した人数を計上しております(列車の乗客等を除く)。 

※  高齢者（６５歳以上）が関わる踏切事故の内訳は、「第１種踏切道における死傷者数は４７人、うち死亡

者数は３３人」、「第３種踏切道における死傷者数は３人、うち死亡者数は３人」、「第４種踏切道における

死傷者数は８人、うち死亡者数は４人」です（年齢の把握ができなかった場合は、除く）。 

 

 

(2) 踏切種別別・衝撃物別及び原因別の踏切事故の件数  

  

・令和元年度に発生した踏切事故の踏切種別別の内訳は、第１種踏切道１７６件（踏切事

故に占める割合８３．４％、対前年度比１３件減）、第３種踏切道６件（同２．８％、同１件増）、

第４種踏切道２９件（同１３．７％、同５件減）でした。 

・衝撃物別の内訳は、自動車９１件（踏切事故に占める割合４３．１％、対前年度比２件増）、

二輪４件（同１．９％、同４件減）、自転車などの軽車両２７件（同１２．８％、同１４件減）、

歩行者８９件（同４２．２％、同１件減）でした。 

・原因別の内訳は、直前横断１０８件（踏切事故に占める割合５１．２％、同２２件減）、

落輪・エンスト・停滞６５件（同３０．８％、同１２件増）、側面衝撃・限界支障２８件（同１

３．３％、同１件減）、その他１０件（同４．７％、同６件減）でした。  

 ０歳～９歳 １０歳代   ２０歳代  ３０歳代  ４０歳代  ５０歳代  ６０歳代  ７０歳代  ８０歳以上                             
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図１２： 踏切種別別、衝撃物別、原因別及び関係者年齢別の踏切事故の件数（令和元年度） 

① 踏切種別別                       ② 衝撃物別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 原因別                        ④ 関係者年齢別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

直 前 横 断 ： 踏切道において、列車又は車両（以下「列車等」という。）が接近しているに

もかかわらず、踏切道を通行しようとする自動車、二輪・原動付自転車又

は軽車両等（以下「自動車等」という。）若しくは人が、無理に又は不注意

に踏切道内に進入したため列車等と衝突したもの 

落輪・エンスト・停滞 ： 自動車等が落輪、エンスト、交通渋滞、自動車の運転操作の誤り等により、 

踏切道から進退が不可能となったため列車等と衝突したもの 

側面衝撃・限界支障 ： 自動車等が通過中の列車等の側面に接触したもの及び人等が踏切道の

手前で停止した位置が不適切であったために列車等と衝突したもの 

関 係 者 年 齢 ： 関係者年齢とは、歩行者等の年齢（自動車等にあっては、運転者の年齢） 

※高齢者（65 歳以上）の件数は、102 件 

211 件 
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２．４ 人身障害事故の発生状況 

 

(1) 人身障害事故の件数及び死傷者数の推移等 

 

・令和元年度に発生した人身障害事故の件数は、運転事故全体の５７．１％に当たる３５１

件（対前年度比１６件減）でした。 

・令和元年度に発生した人身障害事故のうち、身体障害者が関わる事故の件数は６件（人

身障害事故に占める割合１．７％、対前年度比３件増）であり、いずれも視覚障害者が関

わる事故でした。 

・新幹線に関わる人身障害事故の件数は０件（人身障害事故に占める割合０％、対前年度

比２件減）でした。 

・なお、令和元年度に発生した人身障害事故による死傷者数は３６９人（運転事故に占め

る割合６０．３％、対前年度比５人減）、うち死亡者数は１６９人（同６６．５％、同７人増）で

した。 

 

 

図１３： 人身障害事故の件数及び死傷者数の推移 
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(2) 原因別の人身障害事故の件数等 

 

・原因別の内訳は、次のとおりです。 

① 「公衆等が無断で線路内に立ち入る等により列車等と接触したもの（線路内立入り等

での接触）」が１８０件（人身障害事故に占める割合５１．３％、対前年度比２件増）で

あり、これによる死傷者数は１８２人（同４９．３％、同２人増）、うち死亡者数は１３４人

（同７９．３％、同１人増）でした。 

②「旅客がプラットホームから転落したことにより列車等と接触したもの（ホームから転落

して接触）」が３８件（同１０．８％、同１３件減）、これによる死傷者数は３８人（同１０．

３％、同１５人減）、うち死亡者数は２４人（同１４．２％、同１人増）でした。 

③「プラットホーム上で列車等と接触したもの（ホーム上で接触）」が１２２件（同３４．８％、

同５件減）、これによる死傷者数は１２２人（同３３．１％、同５人減）、うち死亡者数は１

０人（同５．９％、同４人増）でした。 

・令和元年度に発生した人身障害事故のうち、身体障害者が関わる事故の原因別の内訳

は、「公衆等が無断で線路内に立ち入る等により列車等と接触したもの（線路内立入り等

での接触）」が１件、「旅客がプラットホームから転落したことにより列車等と接触したもの

（ホームから転落して接触）」が５件であり、これによる死傷者数は６人、うち死亡者数は５

人でした。なお、いずれの事故も視覚障害者が関わる事故でした。 

・その他、車両の故障、鉄道係員の作業誤り等によるものは１１件（人身障害事故に占める

割合３．１％、対前年度比増減無し）、これによる死傷者数は２７人（同７．３％、同１３人

増）、うち死亡者数は１人（同０．６％、同１人増）でした。 
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図１４： 人身障害事故の原因別の件数及び死傷者数（令和元年度） 

 

 

①  件  数                           ② 死傷者数 

        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 死亡者数                    ④ 負傷者数 
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図１５：人身障害事故の原因別件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１６：人身障害事故による死傷者数の年齢別人数（令和元年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 年齢の把握ができなかった場合は、除いています。 

※ 高齢者（６５歳以上）については、ホームでの接触による死傷者数は２７人、うち死亡者数は６人、 

線路内立ち入り等での接触による死傷者数は６３人、うち死亡者数は５０人です。  
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(件）

列車
衝突

列車
脱線

列車
火災

踏切
障害

道路
障害

人身
障害

物損 合計

2 79 186 3 270

0

8 123 2 161 294

大手民鉄 2 70 121 193

公　　　営 1 5 6

新交通・モノレール 2 2

中小民鉄 5 53 2 33 93

2 3 6 36 4 51

2 13 0 208 38 351 3 615

地域鉄道（再掲） 2 7 52 33 17 111

地域鉄道（鉄道） 5 47 2 14 68

地域鉄道（軌道） 2 2 5 31 3 43

路面電車

合計

　　　　　　　　　　　　事故種類
事業者区分

民鉄等

ＪＲ（在来線）

ＪＲ（新幹線）

２．５ 事業者区分別の運転事故件数 

 

・事業者区分別の運転事故の件数は、下表のとおりです。 

 

表３：事業者区分別の運転事故件数（令和元年度） 

 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

※１ 路面電車を除く 

※２ 「公営」は、東京都交通局（上野懸垂線、日暮里・舎人ライナー）を含み、東京都交通局（路面電

車）及び札幌市交通局は路面電車を除く 

※３  「大手」は、西武鉄道山口線を含む 

※４  「中小」は、準大手鉄道事業者（新京成電鉄、北大阪急行電鉄、泉北高速鉄道、山陽電気鉄

道）を含み、大阪市高速電気軌道は南港ポートタウン線を含む 

※５  「地域鉄道」は、１５ページの脚注５をご覧ください。 

  


